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1．はじめに 

 筆者らは循環型社会の実現を目指し｢日常の『ごみ

出し』を活用した地域コミュニティ向上モデル事業」

を推進している[1]．具体的には，日常生活で生じる

様々なごみを資源化に向けて回収すると共に，健康づ

くり，介護予防等の多様なコミュニティ事業を実施す

る「資源循環・コミュニティステーション（以下，ス

テーション）」を各地区に設置することで，地域コミ

ュニティと資源循環を促進する活動である．この活動

を持続可能なものとするには，多くの住民が資源の持

参を継続することと，住民間のコミュニティが活性化

することが必要である．これらの課題に対して，筆者

らは ICTと感謝を組み合わせた施策を検討・実装した． 

本稿では検討した施策および実証実験について報告

する． 

 

2．本実証実験について 

2.1.実験の施策 

 本実験では二つの施策を実施した．一つ目はステー

ションへの資源持参行動の継続を促進させる施策であ

る．具体的には，住民がステーションに資源を持参し

た際に感謝をフィードバックし，ポイントを与える．

ここで，感謝フィードバックに注目したのは，感謝を

伝えると向社会的行動を促進されるという調査結果が

あるためである[2]．この特性を活用することで資源

持参の継続の促進を狙う．また，ポイント付与には，

資源持参のモチベーションを向上させる狙いがある． 

 二つ目は，地域コミュニティを活性化させる施策で

ある．具体的には，住民間で感謝を贈りあうことがで

きる機能を持つアプリを提供する．ここでも感謝に注

目した理由は，感謝による向社会性の向上により，社

会にとって良い行動が促進され，それを観測した人が

また感謝を伝えることで感謝の好循環が生み出せると

考えたためである．このように感謝が地域内で循環す

る事により地域コミュニティ全体の活性化を狙う． 

2.2.本実験のために研究開発したシステム 

 筆者らが本実験向けに研究開発した ICTシステムの

一つである「感謝アプリ」は，スマートフォン専用の

web アプリで，住民であれば誰でも利用可能である．

ステーションに資源を持参した住民は資源持参時にア

プリを起動し，専用端末に QR コードを読み取るとポ

イントを受け取ることができる．また，同時に「資源

を持参いただきありがとうございます」というメッセ

ージを専用端末に表示する．このポイントは，リユー

ス品の持ち出しや，地域店舗で使用可能なクーポンと

の交換，地域団体への寄付に使用できる．他にも，住

民が他の住民に対して本アプリを利用して感謝を贈る

こともできる． 

 

3．実験結果 

 ステーションを運営していた 2019 年 12 月 20 日か

ら 2020年 2月 28日の間にシステム登録及びステーシ

ョンへ来場した住民 184人のデータを分析した結果を

報告する． 

3.1.資源持参行動の継続について 

 ステーションへの来場について，住民ごとに継続し

て資源持参を行うことができたか，あるいは途中で離

脱してしまったかを集計した．継続，離脱の判定は住

民ごとの来場間隔を基に計算している．実験参加者

184人中 127人(約 69%)が資源持参行動を継続すること

ができ，57 人が途中で離脱した．資源持参回数ごと

の離脱人数を集計した結果を図１に示す． 

図１：資源持参行動離脱人数(10回以下のみ) 

図１から，資源持参行動を最後まで継続できなかった

人は来場回数が 3回以下の場合がほとんどであるとい

うことが確認された． 

 次に，ポイントを利用した住民と一度も利用しなか

った住民の継続・離脱それぞれの人数を集計した結果

を図２に示す． 
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図２：ポイント利用有無と継続・離脱人数 

図２より，ポイント利用あり群の継続者率は 82%に対

して，ポイント利用なし群の継続者率は 63%と約 19%

の差がありカイ 2乗検定にて 2つの群が独立している

ことが確認された(p<0.01)．ポイントを利用した住民

は約31%であった． 

3.2.住民間感謝の贈りあいについて 

 感謝アプリで住民に対して感謝を贈る機能を利用し

た住民は 13人(約 7%)，利用回数は 29回だった．また，

実証期間中に地域コミュニティ関与指標を測る独自ア

ンケートを住民に対して実施し，73 人の回答を得た．

その 73 人のコミュニティ関与指標と，感謝を贈った

回数，贈られた回数の間に相関があることがわかった

(それぞれr=0.37,r=0.38)．  

  

4．考察 

4.1.資源持参行動の継続について 

 図 1から，資源持参回数が 3回以下の住民は 4回以

上の住民と比べて離脱しやすいということがわかった．

筆者らは，資源持参時に感謝を伝えることで向社会的

行動を促進し，継続的に資源持参をしてもらおうと考

えていたが，一部の住民には効果が不十分であったと

考えられる．そのため，資源を持参した住民に対して

感謝フィードバック時に住民ごとの持参回数など興味

を持ちそうな情報を提供する，などの画面を見てもら

うための工夫が必要と考えられる． 

 また，ポイントを利用したことがある住民のほうが

資源持参行動を離脱しにくかったという結果から，ポ

イント利用が資源持参行動の動機づけになっていたと

考えられる．しかし，ポイントを利用したことのある

住民は全体の約 31%であったため，住民により魅力の

あるポイントの利用方法を提供する必要があると考え

られる． 

4.2.住民間感謝の贈りあいについて 

感謝の贈りあいが少ないという問題はあるが，感謝

の贈りあい回数と地域コミュニティ関与指標に一定の

相関があることより，住民間感謝は地域コミュニティ

の活性化に繋がる可能性があると考えられる．本実証

実験で感謝の贈りあいが少ない理由について，筆者ら

は様々な問題があるがと考えているが，1 番の問題は

「感謝を贈るシチュエーションがわかりづらい」こと

だと考えている．システムで感謝を贈るという体験は

今までにない新しい体験のため，どうしてもシチュエ

ーションがイメージできなかったのではないかと推測

している．そのため，感謝を贈るシチュエーションの

設計(例えばステーション内で手伝いを募集して，手

伝っている人を見かけたら感謝を贈れるようにする

等)が必要と考えている．このように，住民間で感謝

を贈りあう施策の効果は見られたが課題が残る結果の

ため，今後は感謝を贈りあうユーザ体験を再整理し，

再度実験する必要があると考えられる． 

 

5．まとめ 

 昨年度の実証実験にてステーションの課題である，

資源持参の継続とコミュニティの活性化を住民に促進

させるために二つの施策を実施した．資源持参の継続

を促す施策として，資源持参時に住民に対して感謝を

フィードバックし，ポイントを与えた．コミュニティ

の活性化を促進する施策として，住民間で感謝を贈る

ことができる機能を持つアプリを提供した．どちらの

施策も感謝を伝えることにより向社会的行動の促進を

期待した．実施した施策の効果を検証した結果，実験

に参加した住民の約 3割が資源持参を途中で離脱して

いたことがわかった．離脱者の約 9割が資源持参回数

3 回以下だったことから，離脱した住民には資源持参

行動に対する感謝フィードバックが不十分だった可能

性が考えられる．また，住民間感謝の贈りあいについ

ては，地域コミュニティの活性化に繋がる可能性があ

ることがわかったが，利用していたのは住民の 7%に

留まった．今後は資源持参時の感謝フィードバックや

感謝を贈りあうユーザ体験を再整理し，再度実験する

必要があると考えられる． 
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